





































































































（ 6）　都市計画法40条 2 項により市町村に帰属した公共施設敷地については、私法




































































































































（11）　広岡隆「道路法 4条の私権制限と損失補償」（法と政治44巻 2 号、1993年）379
頁以下。
































































































































た事例として、山口地裁昭和55年 1 月23日判決（訴月26巻 3 号463頁）、東京地裁昭
和60年 9 月25日判決（判例タイムズ612号49頁）、東京高裁平成 3 年 8 月26日判決
（訴月38巻 4 号569頁）、東京地裁八王子支部平成18年10月19日判決（判例地方自治
291号80頁）などがある。

































































の同法113条によって改正された国有財産特別措置法 5条 1 項が、法定外公共用物
に係る国有財産を市町村に譲与するための直接的な根拠規定となった。この国有財














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































36　　早法 92 巻 2 号（2017）
なった。そのさい、公共施設敷地の未登記にかかわって裁判さえ提起され
ている状況にありながら、登記や供用開始行為の法的な性格や効力につい
ての行政担当者の理解が、いまだ正確なものではないと感ずる時があっ
た。この時、この印象を一般化することはできないが、これからも公共施
設敷地の未登記をめぐる紛争は続いて発生するのではないかという感想を
もったことは否定できない。
　現在、全国公共嘱託登記司法書士会協会協議会によって創設された未登
記問題研究会などが、民間の観点から公共施設敷地の未登記問題の現状調
査をおこなってきているようである。さらに、国の関係部局も、公共施設
の登記についての様々な情報発信をしながら、この問題への対処をしてき
ている。このような各方面での調査研究・情報発信の成果は、上記の悲観
的感想に反して、登記に関する（特に公共施設の建設・管理を担当する）行
政現場の意識の変化（進化）という事実を示してくれているように感じら
れる。
　そして、前述のように、災害や相続登記がなされないことなどによる広
い意味での所有者不明土地の存在は、これからの公共施設の整備にとって
深刻な問題を投げかけている。災害復興現場での公共施設整備のための用
地取得につき、当該用地の登記名義人の相続人が何百人にものぼり、その
なかには、生死・所在がわからない者や海外に居住している者がおり、用
地買収に困難が生じていること等が伝えられている、さらには、買収対象
土地の表題登記の所有者欄が「字」名で表示されたり、「Aほか40名」と
され、この40名が誰かは登記簿からは不明という場合などがある。以上の
ような場合の対応方法については国から有益なガイドラインが示されてい
るが、これらを含めた現在の実務の現状の把握を踏まえた、さらなる法的
検討が急務である。
